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本研究の目的は，相手の地位と二者関係への影響の 2つの要因が抵抗者の認知と感

情に影響を及ぼし，抵抗者の認知と感情が承諾抵抗方略の使用に影響を及ぼすという

一連の過程について検討することであったり独立変数は相手の地位(高，低)と二者

関係への影響(高，低)，媒介変数は抵抗者の認知と抵抗者の感情，従属変数は 7種

類の承諾抵抗方略であった。実験参加者 114名(男性大学生 57名，女性大学生 57名)

に対し質問紙実験を実施した結果，相手の地位要因と二者関係への影響要因は，いず

れも拒否への抵抗意識，要請の重要性，拒否に伴う不利益の認知に正の影響を及ぼす

ことが分かった。そして，これらの認知が明確拒否3 自己解決要求，代償，謙遜，笑

いによるごまかし，非言語的拒否の使用に影響を及ぼすことが明らカ通となった。

キーワード:承諾抵抗方略，相手の地位，二者関係、への彩響3 抵抗者の認知，抵抗者

の感情

問題

承諾抵抗方略とは

我々は日常生活を送る上で，他者から様々な要請をされるのしかし，その全てを承諾することは，

時間的あるいは能力的に困難である。個人の利益や行動の自由を守るために，望まない要請に対し

ては断ることが重要である。この断るとしづ行動は，承諾抵抗方略 (compliance-resistingstrategies 

以下抵抗方略と略記する)として研究されている。抵抗方略とは“他者からの承諾獲得の働きかけ

により要請されている行動をとらないための行動的な試み" (井邑・樋口・深田， 2010b) である。

本研究では，抵抗方略を構成する基本的単位となる行動を抵抗方策と呼び，抵抗方策を組み合わせ

たものを抵抗方略と呼ぶ。また，抵抗行動を行う者を抵抗者，要請を行う者を要請者とするつ

承諾抵抗方略使用の規定因に関する研究の動向

人が他者からの要請を断る際に，どのような抵抗方略を使用するかという方略使用の規定因に関

する研究は，様々な要因から検討されてきた(巴 g.，McLaughlin， Cody， & Robeyラ 1980)。方略使用の
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規定因を捉える lつの枠組みとして， Cody & McLaughlin (] 980)の対人的要請状況の基本 6要因が

利用されている。 Cody&MじLaughlin(1980)は，対人的要請状況の類似性判断に基づき，①相手と

の親密さ，②相手の地位(社会的影響力)，③相手の反発，④要請することの正当性，⑤二者関係へ

の影響，⑥個人的利益， としづ基本 6要因を抽出した。これらの要因は，当初，要請行動を規定す

る状況要因として検討されてきたが (Cody，GreeneフMarstonラO'Hair，Baaskeラ&Schneider， 1986ラDillard

& Burgoon， 1985;湯， 2002) ，要請者に限らず，同じ要請状況を共有する抵抗者の行動にも影響を及

ぼしうると考えられ，抵抗方略使用の規定因に関する研究においても利用されてきた(廃兼・深田，

2003ラ井邑・深田・樋口， 201OaラKearney，Plax， & BUIToughs， 1991ぅ McLaughlinet a1.ヲ 1980;O'Hair， Cody， 

& O'Hair， 1991)。

基本 6要因のいずれかを抵抗方略使用の規定因として用いた研究を概観した井邑他 (2010a) は，

①先行研究では基本 6要因のうち相手の反発の要因が検討されていないこと，②相手との親密さが

影響することを報告する研究 (Kearneyet a1.， 1991; MιLaughlin et a1.， 1980; O'Hair et a1.， 1991)と，影

響しないことを報告する研究(虞兼・深田， 20(3) があるなど研究結果が一貫していないこと， ③

井邑他 (201Ob)が日本人大学生を対象として明らかにした 7種類の抵抗方略のうち， 直接的に断り

の意思を伝えない日本的な抵抗方略(謙遜3 非合語的拒否，笑いによるごまかし)の使用に某本 6

要因が及ぼす影響について検討されていないことを指摘した。そして，井邑他 (2010b)の7方略を

用いて，基本 6要因のう ち抵抗者側に適用できないと考えられる“個人的利益"を除く，“相手との

親密さぺ“相手の地位ぺ“相手の反発“抵抗の正当性 “二者関係への影響"の 5要因が抵抗方

略の使用に及ぼす影響を，井邑他 (2010a)はそれぞれの主効果に限定して検討した。その結果，井

邑他 (20lOa)は，日本人大学生においては，相手との親密さ，相手の反発の影響が見られず，抵抗

の正当性の影響の要因は，抵抗方略との聞に有意な交互作用効果を示したが，下位検定の結果抵抗

の正当性要因の単純主効果は見られなかった J 影響が見られたのは3 相手の地位要因と二者関係、へ

の影響要因であり，相手の地位要因は自己解決要求，明確拒否，非言語的拒否という 3種類の抵抗

方略使用に影響を及ぼし，二者関係への影響要因は明確拒否方略の使用に影響を及ぼすことが明ら

かとなった。

しかし，井邑他 (201Oa)は各要因の主効果のみを検討しており，相手の地位要因と二者関係への

影響要因の交互作用効果は検討されていない。また，相手の地位要因や二者関係への影響要因が，

なぜ抵抗方略の使用に影響を及ぼすのかという，その媒介過程については明らかとなっていないっ

井E. (2011)は，要請への接触から抵抗方略の使用に至る心理過程として，①抵抗者の認知を媒介

する過程と ，②抵抗者の認知から感情への二段階の反応を媒介する過程の 2つが存在することを明

らかにしている。①の抵抗者の認知を媒介する過程の主要な ものとしては，他者から要請されるこ

とで，断ることに対する抵抗意識を高く認知する場合，明確にI~rることは控えられ，その代わりに

代償や謙遜といった相手に配慮を示すような方略や，偽装延引や非言語的拒否といった直接的に断

りの意思を示すことを回避する方略が使用されるというものが存在するつまた，②の抵抗者の認知

から感情への二段階の反応を媒介する過程の主要なものとしては，他者から要請されることで，断

った際の不利益を高く認知した場合，相手に対してネガティブな感情が生じ，その結果，偽装延引
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や非言語的拒否といった方略が使用され，代償方略が使用されなくなるというものが存在する。

こういった抵抗者の認知や感情が生じる程度は，相手の地位要因や二者関係への影響によって異

なると予測される。例えば，断ることに対する抵抗意識は，自分よりも 目上の人からの要請を断る

場合により高く認知され，断った際の不利益は，断ることで二者関係に悪い影響があると予想され

る場合により高く認知されると予測されるつ

目的

以上の議論から，本研究では，相手の地位と二者関係への影響要因が，抵抗者の認知や感情に影

響を及ぼし，抵抗者の認知や感情が抵抗方略の使用に影響を及ぼすという一連の過程を検討するこ

とを 目的とする。

方法

実験計画と実験参加者

実験計画 2つの場面(レポートの資料集め，引っ越し)について，それぞれ 2(相手の地位) x 

2 (二者関係への影響) x7 (抵抗方略)の 3要因混合計画を採用した。このうち，相手の地位要因

と二者関係への影響要因は実験参加者間要因であり，抵抗方略は実験参加者内要因であったり相手

の地位は，高地位，低地位の 2水準， 二者関係への影響は，高影響，低影響の 2水準であったり抵

抗方略要因は， 日本における抵抗方略の構造を明らかにした井邑他 (201Ob) の 7方略を使用し， 7 

水準とした。見かけの実験計画はレポートの資料集めJ場面と「引っ越し」場面を実験参加者問

要因として扱う， 4要因混合計画と同様の形態であったっ

実験参加者 実験参加者は大学生・大学院生 114名(男性 57名，女性 57名，平均年齢 21.52歳，

SD = 2.42) であった。

実験手続き

実験手続きの概要 友人から要請される仮想場面を呈示し，その場面で各抵抗方策を使用する可

能性を回答してもらった。要請場面の設定，抵抗方策の測定(抵抗方策リスト)，その他の変数の測

定は全て小冊子によって行った。小冊子は要請内容，相手の地位3 二者関係への影響によって 8種

類を用意し，無作為に l部ずつ配布した。

小冊子の構成 小冊子 (A4，判片面印刷，左綴じ)の構成は，①表紙(第 1ページ)，②要請内

容，相手の地位，二者関係への影響の操作シナリオ(第 2ベージ)，③抵抗方策の測定質問(第 2，

3ページ)，④相手の地位と二者関係への影響の測定質問(第 3ベージ)，⑤抵抗者の認知と感情の

測定質問(第 3，4ページ)，⑤年齢と性別の測定質問(第4ページ)であったっ

シナリオによる場面設定と実験操作 (1)場面設定 シナリオによる場面設定は，大学の同じサ

ークルに所属する Aからレポートの資料集めj あるいは引っ越しjの手伝いを頼まれるとい

うものであったっ

(2)相手の地位操作 相手の地位は3 要請者 A がサークルの先輩(高地位条件)か後輩(低地

位条件)かによってシナリオで操作した。

(3)二者関係への影響操作 二者関係への影響は，相手の要請を断ると相手との関係が悪化する
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ことが予想される(高影響条件)か悪化しないと予想される(低影響条件)かによってシナリオ

で操作した。

従属変数 (1)相手の地位認知 相手の地位認知は相手は自分よりも目上の人であると感じ

るか」という 1項目について，“全く感じなしい'(1点)から“非;常に感じる" (5点)の 5段階で回

答を求めたり

(2) 二者関係への影響認知 二者関係への影響認知は頼み事を断ると相手との関係が悪化す

ると感じるかJという 1項目について，“全く感じない" (I点)から“非常に感じる" (5点)の 5

段階で回答を求めた。

(3)抵抗方策 抵抗方策の測定には，井邑他 (201Ob) の抵抗方策リストの短縮版 (21項目)を

用いた。呈示した場面で， 21個の抵抗方策 (7種類の抵抗方略X3項目)を，それぞれどの程度使

用する可能性があるかをu全く用いない"(1点)から“非常によく用いる円 (7点)の 7段階で回答を

求めた。

(4)抵抗者の認知と感情 抵抗者の認知と感情の測定には，井邑 (2011)の抵抗者の認知尺度(14

項目)と感情尺度 (3項目)を用いた。呈示された場面をどのように感じたかを“全く感じなし、"(I 

点)から“非常に感じる" (7点)の 7段階で回答を求めたっ

結 果

実験操作のチェック

2場面(レポートの資料集め，引っ越し)において，シナリオによる相手の地位操作と二者関係、

への影響操作が適切であったかを確認するために，相手の地位認知得点，二者関係への影響認知得

点をそれぞれ従属変数とする 2 (相手の地位:高・低) x2 (二者関係への影響:高・低)の 2要因

分散分析を場面ごとに行ったω 各得点の平均と標準偏差を Table1に示したω

Tab1e 1 

実験操作チェック得点の平均 (SD)

相手の地位高 相手の地位低

影響高 影響低 影響高 影響低

資料集め場面

相手の地位認知 4.47 (0.51) 4.23 (0.43) 1.44 (0.62) 1.40 (0.50) 

二者関係への影響認知 4.20 (0.75) 2.38 (0.96) 3.69 (1.0η 2.13 (0.83) 

引っ越し場面

相手の地位認知 4.63 (0.50) 4.21 (0.80) 1.71 (0.99) 1.64 (1.02) 

二者関係への影響認知 4.44 (0.62) 2.07 (0.99) 3.79 (0.80) 1.91 (1.04) 

注1)表内の数値は平均， ()内は標準偏差。

レポートの資料集め場面について，相手の地位認知に関する相手の地位要因の主効果が有意であ

り (PU，51) == 146.03，pく 001)，相手の地位高条件の実験参加者は相手の地位低条件の実験参加者よ

りも相手の地位を高く認知していた J また，二者関係への影響認知に関するこ者関係への影響要因

の主効果が有意であり (F(lラ 51)= 81.26ヲp<OO1)，二者関係への影響高条件の実験参加者は二者関係
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への影響低条件の実験参加者よりも二者関係への影響を高く認知していたりこれらにより ，レポー

トの資料集め場面におけるシナリオ操作は相手の地位，二者関係への影響操作共に有効であること

が確認された。

同様の傾向は，引っ越し場面においても確認され，相手の地位認知に関する相手の地位要因の主

効果 (F(l， 55) = 444A7，p<.00l)，および二者関係への影響認知に関する二者関係への影響要因の主

効果 (F(Iラ 55)= 49.08， Pく ()0I)がし、ずれも有意であり，引っ越し場面におけるシナリオ操作も，相

手の地位， 二者関係への影響操作共に有効であることが確認された。以後の分析では 2場面はま

とめて扱う。

抵抗方略の使用

抵抗方略使用の全容 以下の分析では， 21の抵抗方策を 7つの抵抗方略にまとめ，それぞれの使

用可能性得点の平均を算出して用いた。各抵抗方略のクロンパックの信頼性係数を算出したところ，

(1= .66- .85であり，偽装延引以外は概ね満足できる値であった。偽装延引に関しては，信頼性係数

を高くするために，方略を構成する 3項目のうち 1項目を除外し (u=.78)，以後の分析では 2項目

の平均を算出して用し、た。相手の地位要因と二者関係への影響要因が抵抗方略の使用に及ぼす影響

を検討するために，抵抗方略使用可能性得点を従属変数とする， 2 (相手の地位) X2 (二者関係へ

の影響)x7 (抵抗方略)の分散分析を行った。主効果や交互作用効果が見られるとこ ろについては，

単純主効果の検定や Bonferroniによる多重比較を行った。なお，下位検定の有意水準はすべて 5%

に設定し，分散分析結果を Table2に， 実験条件別の各抵抗方略の使用可能性得点の平均と標準偏差，

α係数を Table3に示した。

Table 2 

相手の地位×二者関係への影響×抵抗方略の分散分析結果

交互作用効果

地位

主効果

影響 方略 |地位×影響 地位×方自在影響×方略地位 x影響メ方略

* *** *** *** 
注 J)村*p<∞1，*ヤ<.01，ヤく。05

τ'able 3 

実験条件別の各抵抗方略使用可能性得点の平均 (SD)

抵抗方略 u係数
相手の地位高 相手の地位低

量三響直 霊童i丘 ~響高 量5響j去
明確拒否 .84 3.86 (1.43) 4.77 (1.23) 4.78 (Ll6) 5.28 (1.26) 

自己解決要求 92 1.31 (0.49) 138 (0.48) 2.15 (Ll6) 2.33 (1.40) 

代償 85 4.88 (1.48) 4.34 (1.41) 4.82 (1.32) 4.26 (1.57) 

謙遜 89 3.33 (1.85) 2.63 (0.89) 3.10 (1.46) 2.38 (1.26) 

笑いによるごまかし 82 2.63 (1.50) 2.74 (1.32) 3.23 (1.53) 3.41 (1.43) 

非言語的拒否 83 4.16 (1.46) 3.72 (130) 4.07 (1.60) 3.21 (1.56) 

偽装延引 78 1.59 (0.73) 1.40 (0.44) 1.88 (1.01) 1.50 (0.82) 

注1)表内の数値は平均， ()内は標準偏差。 u係数は全該当条件のデータを基に算出した。

注2) 偽装延引は， 1項目除外した後の平均，標準偏差 a係数を示 した。
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相手の地位と抵抗方略の交互作用効果 抵抗方略使用可能性得点に関する分散分析の結果，相手

の地位要因と抵抗方略要因の交互作用効果 (F(6，660) = 4.49ヲPく 001) が有意で、あったっ 下位検定を

行ったところ，明確拒否，自己解決要求，笑いによるごまかしの 3つの抵抗方略において，相手の

地位要因の単純主効果が有意であり(順に，F(1ヲ 110)=9.27，pく 01ラF(J， 110) = 5.34，pく 05ラ尺1，110)=

24.44，p<.0(1) ，いずれの方略も相手の地位が高い場合よりも， 相手の地位が低い場合に使用される

可能性が高いこ とが明 らかとなった。

また，相手の地位高低条件において，抵抗方略の単純主効果が有意で、あった(順に，F(6ラ 660)= 

66.34，pく 001;F(6ラ 660)= 53.86，p<.00n。しかし両条件で、抵抗方略の使用パターンに大きな違いは

なかった。すなわち，どの条件においても明確拒否が最も使用可能性が高く，自己解決要求や偽装

延引の使用可能性が低かった。

二者関係への影響と抵抗方略の交互作用効果 二者関係への影響要因と抵抗方略要因の交互作用

効果 (F(6，660) = 5.11， p<.OO1)が有意であった。下位検定を行ったところ，明確拒否， 代償，謙遜，

非言語的拒否の 4つの抵抗方略において， 二者関係への影響要因の単純主効果が有意であり(順に，

F(l， 110) = 8.67ヲPく 01ラ尺1，110) = 4.00，pく 05;F(lラ110)= 6.93，pく 01;F(1，110)= 5.24，pく (5)， 明確拒

否は， 二者関係への影響が高い場合よりも，低い場合に使用される可能性が高く，代償，謙遜，非

言語的拒否は二者関係への影響が低い場合よりも，高い場合に使用される可能性が高いことが明ら

かとなった。

また，二者関係への影響高低条件において，抵抗方略の単純主効果が有意であった(順に，F(6，660)

= 62.24， p<.OOIヲ F(6，660) = 58.59ラpく 001)。しかし両条件で抵抗方略の使用パターンに大きな遣い

はなかった。すなわち，どの条件においても明確拒否が最も使用可能性が高く，自 己解決要求や偽

装延引の使用可能性が低かった。

媒介過程の検討

相手の地位要因と 二者関係への影響要因が抵抗方略使用に及ぼす影響色抵抗者の認知と感情が

媒介するかどうかを検討した。 抵抗者の認知と感情得点の平均と標準偏差， α係数を Table4に示し

た。抵抗者の認知のうち，承諾の否定的評価は信頼性係数が低く (α=.58)，分析から除外した。

Table 4 

実験条件別の抵抗者の認知，感情得点の平均 (SD)

抵抗者の認知，感情

拒否への底抗意識

承諾の否定的評価

拒否に伴う不利益

要請の重要性

承諾に伴う利益

ネガティブ感情

注1)表内の数値は平均，

士ロヰ二庁、+[.11，-::'ず 主主r

uf系数
1ロ -rvノ岨 I.!L.問 相手の地位低

影響高 影響低 影響高 影響低

85 4.17 (0.85) 333 (0.80) 333 (0切 2.78(1.22) 

58 3.26 (0.65) 3.41 (0.72) 3.47 (0.91) 3.39 (0.60) 

81 4.10 (1.03) 3.23 (0.83) 3.43 (0.88) 3.14 (0.95) 

70 3.67 (0.69) 330 (0.56) 3.41 (0.73) 2.89 (0.99) 

73 2.58 (0.83) 2.48 (0.87) 2.25 (0.71) 2.43 (0.85) 

78 1.68 (0.59) 1.48 (0.40) 2.07 (0.99) l.29 (0.45) 

()内は標準偏差n U係数は全該当条件のデータを基に算出した。

相手の地位要因と二者関係への影響要因が抵抗者の認知と感情に影響を及ぼし，抵抗者の認知と

感情が，偽装延引を除く 6種類の抵抗方略に影響を及ぼすことを仮定したモデ、ルを構成したつなお，
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認知的感情理論(唐津， 1996) では，生起した事象やそれを取り巻く状況を認知者が様々な観点か

ら評価しその結果の組み合わせにより，経験される感情の質が決定されると論じられているつ本

研究では，これにも也、抵抗者の認知から感情へのパスも仮定した。共分散構造分析によるパス解析

を行い，ワルド検定によって有意な影響が見られなかったパスを削除しながら同様の分析を繰り返

した結果， GFI=.96， AGFI=.89， RMSEA=.07と許容できる適合度が示されたっ

最終モデ、ル (Table5) を見ると，まず， 相手の地位と 二者関係への影響要因は，いずれも，拒否

への抵抗意識，要請の重要性，拒否に伴 う不利益といった抵抗者の認知に正の影響を及ぼしていたつ

また，抵抗者のネガティ ブ感情に対 しては，拒否に伴 う不利益から正の影響が見られたっ 次に，抵

抗方略使用に及ぼす抵抗者の認知と感情の影響を見ると，明確拒否方略に対しては，拒否への抵抗

意識の影響，自己解決要求方略に対しては，拒否への抵抗意識，拒否に伴う不利益，ネガティブ感

情の影響，代償方略に対しては，要請の重要性， 拒否に伴う不利益の影響，謙遜方略に対しては，

拒否に伴う不利益，ネガテ ィブ感情の影響， 笑いによるごまかし方略に対しては， 拒否への抵抗意

識，要請の重要性，拒否に伴う不利益の影響，非言語的拒否方略に対しては，拒否に伴う不利益の

影響が見られた。

Table 5 

相手の地位要因と二者関係への影響要因から抵抗方略使用への有意なパス

目的変数

抵抗者の認知 抵抗者の感情 抵抗方略

拒否への 要請の 拒否に伴う 平ガァ ィブ 明確拒否自己解決 代償 謙遜 笑いによる非言語的

説明変数 抵抗意識 重要性 不利益 感情 要求 こま泊注 し ナ巨否

相手の地位 ウー・ウ. 車市 09京 09* 

二者関係への影響 37市 車市 22牢 事 噛 36事 事 事

拒否への抵抗意識 司 58申申申 -.47申申市 帽 48申古 車

要詩の重要性 59 *申申 -.34申 血揃

拒否に伴う 不利益 12事 26歯車市 31車車事 43事車串 38串本市 57車事事

ネガティプ感情 19申申 18申事

R' 21車車申 32車車市 18場格 IY本車市 24車車 時 20 "''''離

注 1) 付帯pくOOl，**pく01，*pく05である c 数値は標準化係数P。
注2) 有意な影響を未さなかった説明変数および目的変数の表記を省略したっ

考察

抵抗方略の使用に及ぼす相手の地位と二者関係への影響要因の影響過程

本研究の結果から， 相手の地位要因と二者関係への影響要因が抵抗方略の使用に影響を及ぼすこ

と，及び，その影響は，拒否への抵抗意識，要請の重要性，拒否に伴う不利益， ネガティブ感情と

し、った抵抗者の認知や感情によって媒介されることが明らかとなった。ただし相手の地位要因と

二者関係への影響要因の交互作用効果は見られなかった。

まず，相手の地位要因は，明確拒否，自己解決要求，笑いによるごまかしという 3種類の抵抗方

略の使用に影響を及ぼしていたりいずれの方略も，相手の地位が高い場合よりも低い場合に使用さ

れることが分かった。そして，相手の地位要因が抵抗方略の使用に及ぼす影響は，拒否への抵抗意

識， 要請の重要性の認知によって媒介されることが示唆された。すなわち，相手の地位が高い場合

に，その要請を断りにくく相手にとって重要なものであると認知するため，はっ きりと 断ることや

笑ってごまかす行為が控えられるといえる。



― 76 ―

次に，二者関係への影響要因は，明確十日夜，代償，謙遜，非言語的拒否という 4種類の抵抗方略

の使用に影響を及ぼし，明確拒否は二者関係への影響が高い場合よりも低い場合に使用され，代償，

謙遜，非言語的拒否は二者関係への影響が低い場合よりも高い場合に使用されることが分かったっ

そして，二者関係への影響が抵抗方略の使用に及ぼす影響は， t巨否への抵抗意識，要請の重要性，

拒否に伴う不利益といった認知によって媒介されることが示唆された。すなわち，二者関係への影

響が高い場合，その要請が断りにくいものだと認知するため，はっきりと断ることが控えられるの

また，その要請が相手にとって重要であり，拒否することで自身に何らかの不利益を被ると認知す

るため，代償や謙遜，非言語的拒否といった桐手を配慮するような抵抗方略が使用されるといえる。

今後の課題と展望

本研究の結果から，相手の地位要因と二者関係、への影響要因が抵抗方略の使用に及ぼす影響と，

その心理過程が明らかとなった。ただしこの結果は，大学生を対象に，限られた要請場面(レポ

ートの資料集め，引っ越し)を実験材料として用いた場合に得られたものである。今後は，広範な

対象者，例えば年代や教育レベルの異なる集団に対して，多様な要請場而に置かれた時に，相手の

地位要因と二者関係への影響要因が低抗:JJI絡の{吏用に及ぼす影響を検討することで，抵抗方略使用

の生起過程モデ、ルを構築しその一般化可能性を高めていく必要があるだろうり
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